
◇適合性判定手数料について 

 

＜適合性判定に係る手数料【法第 12 条第 1項】＞ 

 

 

＜計画の変更における適合性判定に係る手数料【法第 12 条第 2項】＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜適合性判定の軽微変更証明書の交付申請に係る手数料【法施行規則第 11 条】＞ 

 

 

※工場等（工場、倉庫、卸売市場、火葬場その他エネルギーの使用の状況に関してこれらに

類するもの）については、工場等以外の用途に比べ評価対象が極端に少ないため、審査手

数料の減額について配慮するよう国土交通省の技術的助言で記されたことから、別途手

数料を設定するもの。 

※適合性判定の変更及び軽微変更証明書の交付申請に係る手数料については、それぞれの

区分における新規の適合性判定の手数料の半額。 

 

＜適合性判定に係る建築物の完了検査手数料の加算に係る手数料＞ 

 

※手数料算定上の床面積は、建築基準法の完了検査における床面積の算定に準じる。そのた

め、増改築の場合、当該増改築を行う部分の床面積となることから、300 ㎡以上～1,000

㎡未満、1,000㎡以上～2,000㎡未満の区分を設定。 

※工場等については、工場等以外の用途に比べ検査対象が極端に少ないことから、検査手数

料の加算について床面積に係わらず別途手数料を設定。 


